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 平成 19 年度の大学院教育改革支援プログラムに採択された「日本文化研究の国際的伝達スキルの育成」は、

お茶の水女子大学の比較社会文化学専攻（博士後期課程及び前期課程）の教育プロジェクトです。今日の国際

社会では、男女が差別なしに共に社会・文化に貢献することが当然となりつつあり、国内外の大学や研究機関

だけでなく、文化機関や、国際政治機関等にも、ますます高い能力をもった女性の進出が待ち望まれています

が、この教育プロジェクトは、そうした国際社会の要請に応える人材の育成を目指して、特に、人文系の大学

院生の国際的コミュニケーション能力を練磨すると共に、本学に確立されている国際日本学の研究基盤の上に

立って、日本文化研究の発信の担い手として、国際レヴェルでの社会・文化貢献を為すために必要な能力、知

識、思考力の涵養を目的としています。 
この教育プロジェクトのプログラムは、3 つの柱から成っています。即ち、①海外の大学で授業実習を行う「海

外インターンシップ」や、海外の研究者と専門的な討論実習を行う「アカデミック・ディスカッション」、そし

て、国際共同ゼミ、国際日本学シンポジウムを始めとする「国際的な現場での教育」。②本学に蓄積されている

日本文化研究関係の知的資源を活用して、「日本文化研究コーパス」を作成し、電子メディアを利用して広く海

外に発信する実習によって、国際的情報伝達のノウハウを学ぶ「情報伝達スキルの練磨」。③学生が、自分の特

定の研究専門領域だけでなく、学際的・総合的な視点から、日本的思惟方法と文化を広く、深く理解できるよ

うにするための副専攻「日本文化論」科目群の設置です。 
これらのプログラムによって、学生は、本学大学院の日本文化研究の最高水準の研究環境の中で学びながら、

同時に、海外の大学に留学して得られるのと同程度に高度な国際性を獲得することが可能になります。つまり、

本学大学院で学ぶことで、極めて高度な専門研究と国際性とを同時に身に着けることが期待できるのです。 
本教育プロジェクトの最終年度に当たる今年度は、昨年度からの上記 3 プログラム本格的な運用を受けて、

それを継続し、多くの成果をあげることができました。本報告書では、上記プログラムの①と②の成果を、「海

外教育派遣事業編」と「国内教育事業編」の 2 巻に分けて報告いたします。 
本巻「国内教育事業編」には、比較日本学教育研究センターとの共催で行われた「国際日本学シンポジウム」、

海外の 9 つの大学（ロンドン大学東洋アフリカ研究院 SOAS[英国]、国立台湾大学[台湾]、カレル大学[チェコ]、
淑明女子大学校[韓国]、同徳女子大学校[韓国] 、北京外国語大学日本学研究センター[中国]、パリ第 7 大学[フ
ランス]、パデュー大学[米国]、ボン大学[ドイツ、（特別参加）]）の参加を得て開かれた「国際日本学コンソー

シアム」、そして、8 回にわたって催された公開講演会の報告が収められています。 
参加学生にとって、これらの機会に海外の優れた研究者達との学術的な交流を行なったことは、自らの研究

を国際的な場で展開していく上での、多くの重要な示唆となったに違いありません。 
本卷には又、上記②の「情報伝達スキルの練磨」プログラムの 2 種類の実習成果の紹介が含まれています。

即ち、本学ホームページ内の「日本文化研究コーパス」の掲載された資料、そして、本学図書館のホームペー

ジに掲載した学習者のための「研究分野別文献案内」の紹介です。研究分野別文献案内は、今のところ、「日本

音楽」と「日本近現代史」の 2 分野に関するもののみですが、本プロジェクトにおける成果を契機として、今

後更に多くの研究分野の文献案内が作成されることが期待できるでしょう。こうした本学所蔵資料や学習者用

の研究分野別文献案内の電子メディアによる公開は、大学の社会貢献の重要な一側面としても位置付けられる

に違いありません。 
3 年間に亙って実施されてきた「日本文化研究の国際的伝達スキルの育成」事業は、今年度で終了しますが、

本学大学院では比較社会文化学専攻を中心として、この事業であげた多くの成果と実績の堅固な礎の上に、今

後とも、国際的な日本文化研究に係わる教育･研究プロジェクトを更に深め、継続的に推進してまいります。 
 


